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概　要

　本研究では、公共政策学教育における PBL
の意義と実態を明らかにすることを目的とす
る。まず、高等教育政策を踏まえ、アクティ
ブラーニングと PBLが重要なものとなってき
ていることを確認した。次に、PBLが学生の
興味に基づく自発的活動を重視すること、教
員が学びをファシリテートすること、実世界
に関する課題に取り組む教育環境であること
を PBLの特徴として整理した。公共政策学分
野の参照基準の検討により、公共政策学教育に
おいて、PBLは、政策問題を主体的に把握し、
考え、問題解決を試みる力を育む重要な教育方
法として位置づけられることが確認された。最
後に、1990年代に設立された 5大学について、
公開された情報をもとに事例調査した結果、
PBLが公共政策学教育のカリキュラムの重要
な要素となっていること、カリキュラム上の配
置は大学によって異なることなどが明らかと
なった。
　PBLは、多岐にわたるテーマに対応でき、
現場での活動に基づくリサーチと結びつけられ
ることからも、公共政策学教育の実践に適合的
である。また、実社会の様々な人と関わりなが
ら政策のプロセスを学ぶことができる点で、多
様なステークホルダーとの協働についての認識
を深めて市民性を涵養することを目指す公共政
策学教育にとって PBLは重要である。PBLは、
実際の問題に主体的に取り組むことを学生に求
めている。この点で、PBLには、民主主義社
会における公共政策の決定に参加する能力を育
む公共政策学教育の中核を担うと言える。

1．はじめに：研究の背景・目的・方法

　政策系学部は、1990年代以降、社会の要請
に応えるべく設置された。まず、1990年に慶
應義塾大学が総合政策学部をつくり、1993年
に中央大学が総合政策学部を設置した。関西で
も、1994年に立命館大学が政策科学部を新設
し、1995年に関西学院大学が総合政策学部を
設置した。同志社大学においては、1995年に
大学院総合政策科学研究科を設け、2004年に
政策学部が設置された。その後も「政策」「総
合政策」「公共政策」など、多くの大学で「政策」
の名のつく学部及び、学科・コースが設置され、
今日ではおよそ 80の政策系学部が創設されて
いる。
　高等教育の質保証の流れのなかで、政策系学
部の教育に対しても、2015年日本公共政策学
会により参照基準が作成され、教育についての
重要な枠組みの整備が進められた（日本公共政
策学会 2015）。政策系学部の取り組む教育、す
なわち公共政策学教育の重要な特徴としては、
問題発見・問題解決の能力を備えた人材育成が
あげられる。政策系学部では、社会的要請に応
じ、政策を通じて社会の問題を発見し、解決す
る力を磨くことが政策系学部の重要な使命とし
て位置づけられ、問題発見・解決の能力を備え
た人材育成のために、学部設立当初から、PBL
（Project or Problem Based Learning）の教育実践
に取り組んでいる。
　PBLとは、現実社会における問題・課題につ
いて、チームでプロジェクト活動を行う学習方
法である。PBLは、政策的に推進されているア
クティブラーニングの重要な教育方法論の一つ
に数えられる。政策系学部では、公共政策学の
多様なアクティブラーニングの取り組みが進め
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点を絞る。「学士課程教育における公共政策学
分野の参照基準」（日本公共政策学会 2015）や
公共政策学のテキストや研究文献を検討し、公
共政策学教育における PBLの意義や役割はど
のようなものとされているかを明らかにする。
最後に、カリキュラム・ポリシーやカリキュラ
ムの中身に関して、公開されている情報の調査
を通じ、公共政策学部の PBLの実践の概要と
特色を複数の事例を検討して明らかにする。

2．高等教政策におけるアクティブラー
ニング

2. 1　高等教育政策をめぐる動向

　今日の高等教育政策では、2008年の「学士
課程答申」では、「ティーチングからラーニン
グ」へ、教員主体の教授から学生主体の学びへ
パラダイムの転換が謳われ、組織的な大学教育
改革が進められている。文部科学省中央教育審
議会は、「今日の大学教育の改革は、国際的には、
学生が習得すべき学習成果を明確化することに
より、「何を教えるか」よりも「何ができるよ
うになるか」に力点が置かれている」（文部科
学省中央教育審議会 2008：8）と論じている。
　さらに、同答申のなかで、学士課程教育の目
的は、未来の社会を支え、よりよいものとする
ような 21世紀型市民の育成が掲げられた。そ
して、その学習成果の具体化として、学士力が
提示された。経済産業省の示した社会人基礎力
とともに、キー・コンピテンシーや 21世紀型
スキル、アメリカの高等教育の本質的な学習成
果といった「新しい能力」が求められる国際的
な状況にある。
　このような学習成果を明確にし、検証するよ
う求める背景には、高等教育の質保証の要請の
高まりがある。高等教育は、大衆化していくな
かで、社会からの説明責任に応える必要性に直
面している。そうした応答として、高等教育自
らが質保証を行い、社会をはじめとする利害関
係者との間に信頼関係を確立することが求めら
れている。
　こうした大学教育の質保証の要請から、文部
科学省から日本学術会議に対し、分野別質保
証を作成することが依頼された。2014年には、

られている。「公共政策学の特性に応じた教育
手法の必要性－ケース・メソッドを中心に」（窪
田 2009）では、公共政策学の特性に応じた教育
手法として、ケース・メソッドに注目し、京都
府立大学公共政策学部において行った実践経験
を報告している。また、「公共政策学の新しい
実践教育手法－地域課題解決型実践教育プログ
ラム『キャップストーン』の試み」（青山 2013）
では、イギリスやアメリカで導入されている
キャップストーンプログラムを参考に、京都府
立大学大学院公共政策学研究科における地域協
働オープンワークショップを PBLとして行った
ことについて実践報告している。「PBLによる
大学生に対するキャリア教育と地域貢献－商品
企画プロジェクトの事例から」（若林 2016）では、
高崎経済大学地域政策学部において、商品企画
を通じて、大学生のキャリア教育と地域貢献を
行う PBLについて実践報告を行っている。
　公共政策学教育にとって、PBLは、学部創
設時より中核的な位置を与えられ、各大学にお
いて特色ある取り組みが多様に進められてい
る。また、実践報告も少なくない。しかしながら、
公共政策学教育の参照基準に照らして、PBL
の意義がどのようなところにあるかは十分に明
らかにされているわけではない。そこで、本研
究では、公共政策学教育において、PBLの意
義と実態を明らかにすることを目的とする。な
お、PBLには Project-Based Learningと Problem-
Based Learningがあるが、本研究においては、
前者をより広義に捉えプロジェクト型の PBL
を対象とする。
　この研究目的から、まず、高等教育政策にお
けるアクティブラーニングと PBLの動向を踏
まえた上で、アクティブラーニングや PBLの
意義や役割はどのようなものなのかを一般的な
見地から概括する。そのために、高等教育政策
について、高等教育政策文書として、2008年
の文部科学省中央教育審議会答申「学士課程教
育の構築に向けて」（以下、「学士課程答申」）、
2012年の同答申「新たな未来を築くための大
学教育の質的転換に向けて―生涯学び続け、主
体的に考える力を育成する大学へ―」（以下、「質
的転換答申」）並びに研究文献を検討する。あ
わせて、アクティブラーニングと PBLについ
て、国内外の高等教育実践の研究文献をもとに、
整理を行う。次に、公共政策学教育の分野に焦
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く・話す・発表する等の活動への関与と、そ
こで生じる認知プロセスの外化を伴う」（溝上 
2014 : 57）と定義される。アクティブラーニン
グは、活動への関与と知識や思考を外化してい
くことを本質とし、その形態は多様である。講
義と組み合わせて行われる、ペア・ワークやグ
ループ・ディスカッションのようなシンプルな
ものから、グループを形成してステップに沿っ
て進める協同学習、事前にビデオ教材で予習し
て授業時間にディスカッションなどの活動に取
り組む反転授業、事例や問題を用いて行うケー
ス・メソッドやプロブレム・ベースド・ラーニ
ングのように構造化されたものまで幅がある
（溝上 2014）。また、教室内で行われるタイプ
だけでなく、仕事をしながらその経験から学ぶ
インターンシップや、フィールドでの活動を通
じて学ぶフィールドワークといった教室外での
活動に関与するアクティブラーニングも展開さ
れている。学生の主体性を引き出す教育方法と
して、公共政策学分野を含め、さまざまな学問
分野の教育でアクティブラーニングが取り入れ
られて活用されている。
　山地（2014）は、活動の範囲が狭いか広いか
を横軸とし、構造の自由度が高いか低いかを縦
軸とし、アクティブラーニングの多様な形態を
整理している（図 1）。活動の範囲が狭く構造
の自由度の低いアクティブラーニングには、振
り返りシートやクリッカーの活用があり、知識
の定着が主なねらいとなる。活動の範囲が狭く
構造の自由度の高いものには、医学分野で取り
組まれてきた Problem-Based Learning（例えば、
丹羽 2016）やケース・メソッドを用いた方法
（例えば、窪田 2009）があり、知識の習得を基

各学問分野で分野別参照基準が策定され、公共
政策の近接領域においては、法学や経済学、政
治学での参照基準がつくられることとなった。
公共政策分野においては、2015年に日本公共
政策学会が「学士課程教育における公共政策学
分野の参照基準」（以下、「公共政策学分野の参
照基準」）を策定した。この参照基準において、
公共政策学教育における基本的な素養と習得す
べき知識、技能、能力とその教育方法が示され
ることとなった。参照基準において、アクティ
ブラーニングは、公共政策学教育における主体
的に考える力とそれによって達成される深い理
解を得るための教育方法として重要な役割を果
たすことが期待されていることが示された。

2. 2　アクティブラーニング

　次に、高等教育政策におけるアクティブラー
ニングの動向を把握する。先に見たように、知
識基盤型社会の進展、科学技術の高度化、「新
しい能力」の要請と求められる能力の高度化、
そして学校から仕事への移行の不安定化という
情勢が高等教育を取り巻き、その質保証の切迫
さが増してきている。
　そうしたなか、2008年の「学士課程答申」
におけるティーチングからラーニングへの転換
の流れを受け、2012年の「質的転換答申」に
おいて、学生が能動的に学ぶ方法として「アク
ティブラーニング」が初めて示され、高等教育
全体で進めていくことが提起された。
　さらに、同答申では、アクティブラーニング
について、「教員による一方向的な講義形式の
教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参
加を取り入れた教授・学習法の総称。学修者が
能動的に学修することによって、認知的、倫理
的、社会的能力、教養、知識、経験を含めた汎
用的能力の育成を図る。発見学習、問題解決学
習、体験学習、調査学習等が含まれるが、教室
内でのグループ・ディスカッション、ディベー
ト、グループ・ワーク等も有効なアクティブラー
ニングの方法である」（文部科学省中央教育審
議会 2012：37）と説明している。
　また溝上によれば、アクティブラーニングと
は、「一方向的な知識伝達型講義を聴くという
（受動的）学習を乗り越える意味での、あらゆ
る能動的な学習のこと。能動的な学習には、書

図 1　 アクティブラーニングの多様な形態（山地
2014）
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ために発表やレポートを書くことを求めてい
る（Thomas 2000；Bell 2010；上杉 2010；鈴木 
2012；溝上 2016）。プロジェクト型学習は、研
究者の行う研究のステップに近いかたちで採り
入れられているため、学生版の研究活動とも言
われる。プロジェクト型学習では、プロジェク
ト活動の進め方と同じく、情熱や興味関心を
活動に向けることの重要性が強調されている
（Newell 2003=2004）。
　PBLの特徴を次のようにまとめることがで
きる。第 1に、学生の興味が重視されているこ
とである。通常の講義では、教師が講義者や指
示者となって、教師主導による活動が行われる。
PBLでは、学生の興味関心に基づく自発的な
活動とそれを通じた学習が求められる。「主体
的な学習を促し、知識の構造化を支援し、授業
と実生活を自然に統合する本物の体験を学習者
に提供する」（Torp & Sage 2002=2017 : 18）。
　第 2に、教員と学生のそれぞれの役割に特色
がある。まず、教員がファシリテーターとして
の役割を持つところが特徴である。PBLでは、
学習者の自発的な学習に対して、教師は「講義
者や指示者から、情報提供者や学習活動の参
加者に、専門家からアドバイザーやファシリ
テーター」（Newell 2003=2004 : 21）としての役
割を果たすことが求められる。すなわち、「教
師は、学びの環境を整え、学習者の思考をコー
チし、探究活動をガイドとして、深い理解を促
す」（Torp & Sage 2002=2017: 18）のである。一
方、学生は、「完成された端的な指示に従う活
動から、自らの役割や仕事や時間の管理を」し、
「ただ聞き、行動し、話しかけたれた時に話す
ことから、コミュニケーションの仕方や示し方、
働きかけ方、生産の仕方」（Newell 2003=2004: 
22）が求められるのである。
　第 3に、教育環境である。PBLは、実世界に
関する課題に取り組むものである。そのため、
教室内だけでなく教室外で、地域社会や自治体、
企業などとともに活動が行われることもある。
そこには、教員や学生、TAなどのサポートス
タッフだけでなく、多様なステークホルダーと
のかかわりがある。そこでは、「教科書や講義
や二次元的情報よりも、直接的で素朴でオリジ
ナルな情報」や「生徒によって開発されたデー
タや材料」（Newell 2003=2004: 21）が重視される。

盤とした活用が追求される。構造の自由度が低
く活動の範囲が広いものに、プレゼンテーショ
ンのように自分の表現を追求する形態が位置す
る。そして、活動の範囲が広く、構造の自由度
が高いところにフィールドワークや実習と並び
PBLが該当する。これらは、知識の活用・創
造を目指すとされる。特に、PBLは、その代
表的かつ重要な形態である。
 

2. 3　PBL とは何か

　PBLは、アクティブラーニングが求められ
る背景に加え、プロジェクト活動による協働に
よって、成長することが期待されている。知識
基盤社会と生涯学習社会への移行から、社会
が「新しい能力」を求め、それらの能力を獲得
していくプロセスにおいて創造的思考や批判
的思考が求められるようになることから、PBL
の果たす役割が大きくなるとされている（上杉
2010）。溝上（2016）は、PBLの歴史と展開を
踏まえ、「実世界に関する解決すべき複雑な問
題や問い、仮説をプロジェクトとして解決・検
証していく学習デザイン、教師のファシリテー
ションのもと、問題や問い、仮説などの立て方、
問題解決に関する思考力や協働学習等の能力や
態度を身につける」（溝上 2016 : 11）ものであ
ると PBLを定義している。
　PBLの源流は、キルパトリックのプロジェク
ト・メソッドであるとされている（溝上 2016；
上杉 2010）。プロジェクト・メソッドは、目標、
計画、実行、判断の四つのフェーズを踏んで問
題解決学習をする方法論である（上杉 2010）。
今日では、学習環境が変化し、追及すべき課題
や方法が多様化するなかで、柔軟にプロジェク
トに取り組み、学び、成長していく方法が追求
されるようになり、プロジェクト的な発想に基
づく学習の総称として、プロジェクト学習、プ
ロジェクト・ベース学習という呼称が使われる
ようになっている（上杉 2010）
　PBLの特徴を明らかにしていく。PBLでは、
プロジェクトのテーマ、解決すべき問題や問
い、仮設を立て、先行研究のレビューを行い、
必要な知識や情報、データの収集をする。そし
て、調べ学習やデータ分析した結果をふまえて
考察を行い、最終的な成果物として仕上げる
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ては、PBLと呼称されてはいなかったものの、
設立当初より、政策のかかわる現場での活動を
通じて学ぶ教育実践が行われてきた。本節にお
いて、公共政策学の参照基準を中心に公共政策
学教育とアクティブラーニングと PBLの関係
性を明らかにしていく。

3. 1　 参照基準に見られるアクティブラー
ニングと PBL

　「公共政策学分野の参照基準」は、表 1の項

3． 公共政策学教育におけるアクティブ
ラーニングと PBL

　今日の高等教育においては、ゼミナールにお
ける現場型の教育を土台とし、文部科学省によ
る特色 GPや COC事業といった政策的推進も
相まって、地域、医療、企業産業経営ビジネ
ス、自然科学など、多様な分野において PBL
が展開されている（小山 2016など）。公共政策
学教育の行われている政策系学部の教育におい

表 1　公共政策学教育の参照基準の項目

1　参照基準を考える背景
1-1　公共政策学の市民性を育む役割：未来志向の公共政策学
1-2　1990年代以降の公共政策学分野の大学教育における発展
1-3　公共政策学教育における多様化、豊富化と拡散
1-4　2000年代公共政策学教育の危機
1-5　公共政策学教育の参照基準を考える意味
　　⑴　公共政策学教育固有の意義と課題
　　⑵　21世紀型市民の育成と学士課程の関係

2　公共政策学とは何か
2-1　公共性のある政策現象を対象とする学問
2-2　公共政策学の目的：よりよい未来を目指す政策現象の理解、説明、予測と、政策価値の実現に向けて
2-3　公共政策学の方法
2-4　公共政策学の人材育成：市民教育と専門家教育

3　公共政策学の視点
3-1　民主主義の科学として
3-2　政策分析、評価の科学として
3-3　公共性を担う市民の教育の基礎としての科学
3-4　批判の学としての公共政策学
3-5　公共政策学からガバナンスの全体像をとらえる視点
3-6　グローバル化の時代の公共政策学

4　公共政策学の領域
4-1　公共政策学の固有の性質
4-2　公共政策学の理論的領域
4-3　公共政策学の個別具体的な諸政策領域、事例や下位分野ないしその広がり
4-4　公共政策学の接近方法、学問的アプローチの領域の広がり
　　⑴　公共政策学原論の整理
　　⑵　実証的、実験的アプローチ

5　公共政策学の目的と研究教育上のミッション：学士レベルの人材養成との関連で
5-1　公共政策学の教育目的の共通基盤
5-2　公共政策学教育による政治活動、社会経済活動への理解と関係の構築
　　⑴　市民の政策能力向上
　　⑵　市民と政府部門との関係再構築
　　⑶　社会や経済の政策、制度の理解と応用
　　⑷　多様な価値への寛容性とパブリックマインドの醸成

5-3　公共政策学の学部教育で養成する人材の姿
5-4　公共政策学の研究の発展・高度化に向けた教育

6　他の学問分野との関係と協力
6-1　公共政策学の学際性 :社会諸科学の総合、文理融合の前提
6-2　公共政策学の関連専門分野
6-3　多様な周辺諸学との連携
6-4　公共政策学の国際比較

7　公共政策学教育における基本的な素養と習得すべき知識、技能、能力
7-1　政策の働きに関する基本的理解
7-2　公共政策学に関する思考方法の習得
7-3　公共政策学の理論モデルについての基礎的理解
7-4　政策が形成され廃止また修正されるまでの現実のプロセスの枠組みの理解
7-5　政策過程に関する制度理解とその実践に関与する技術や方法の習得
7-6　政策問題を主体的に考える力
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る（政策的思考方法）」、「（2）政策的に考える
ための知識、技術、態度を身につける（政策研
究の基礎知識）」、「（3）政策分野のうち特定の
政策領域や研究手法についての専門性を持つ
（政策得意分野づくり）」、「（4）政策課題対応に
はチームビルディングやリーダーシップ、コー
ディネート能力、それらの基礎となるコミュニ
ケーション力を重視する（政策基礎としての社
会人基礎力） 」（日本公共政策学会 2015：8）。
　こうした参照基準においてアクティブラーニ
ングと PBLはどのように位置づけられている
だろうか。「7．公共政策学教育における基本的
な素養と習得すべき知識、技能、能力」、「8．
学修方法、教育方法とその評価」において、ア
クティブラーニングと PBLにかかわる記述が
みられる。「7．公共政策学教育における基本的
な素養と習得すべき知識、技能、能力」には「政
策問題を主体的に考える力」という項目がある。
公共政策学は、公共性のある政策現象を対象と
する学問である（新川 2013）。そのため、政策・
制度の動きや政策形成過程に関する基本的な知
識や方法論、理論の理解、実践に関する技術的
知識の習得に加え、政策問題を主体的に考える
力を育むことが求められている。「政策問題を
主体的に考える力」という項目では、アクティ
ブラーニングと PBLについて次のように記さ
れている。「公共政策学を学ぶ学生に期待され
るのは、主体的に政策問題を把握し、問題解決
を自ら試みる態度である。そうした能力を身に
つけるためには、アクティブラーニング（能動
的学習）型の科目を配置することが有効である。
演習系の科目として政策演習、実験実習系科目
として政策実習・実践、フィールドリサーチ系
の科目、外部の諸機関の協力を得て実施される

目からなる。
　まず、この参照基準によれば、公共政策学は、
社会や市場、政治の働きや、その制度、ガバナ
ンスの作動について、政策の観点から理解をし
ようとする。社会、経済、政治などにかかわる
人間集団の行動方針の決定に関する現象はすべ
て、政策現象ということが可能であり、公共政
策学の射程は極めて広い。社会とその政策の変
化が激しくなるなか、社会のニーズと学生のニー
ズの変化、社会経済環境の変化、教育現場への
変化といったことへの対応が求められている。
　公共政策学は、時代潮流への高い適応力を示
してきた。国際政策、総合政策、経済政策、環
境政策、福祉政策、観光政策、文化政策、地域
政策、コミュニティ政策などグローバルから
ローカルまでの幅広い新しい分野への柔軟な取
り組みを実現してきた。そうした公共政策学の
学問としての目的は、よりよい未来を目指す政
策現象の理解、説明、予測と、政策価値の実現
にある。公共政策学は、その政策が働く社会に
より良い未来をもたらすことを目指す学問であ
ると規定される。
　社会の未来への志向性をもつ公共政策学は、
21世紀型市民の教養教育・一般教育に深くかか
わり、公共を担う市民性を育む専門教育として
の役割を持っている。したがって、公共政策学
の教育上の目的は、市民性を育み、未来の市民
を育み、未来の社会をつくっていくことにある。
この参照基準では、公共政策学教育の目的を「良
き市民としての基礎となる政策知識・技術の運
用能力の涵養」と定義している。また、公共政
策学の教育目的の共通基盤として、次の 4点を
挙げている。「（1）社会問題の解決、公共的諸
課題への対応としての政策を考える力を習得す

8　学修方法、教育方法とその評価
8-1　学際性に基づく修学体系 :社会諸科学の総合、文理融合
8-2　公共政策学教育の共通要件
8-3　授業形態 :講義、演習、実習、フィールドワーク、実験
8-4　 ケーススタディ、実験、実践、実習型の公共政策学教育の重視 :ケースメソッド、　ロールプレイ、ゲー

ムの活用
8-5　能動的学習（アクティブ・ラーニング）の重要性
8-6　公共政策学教育のカリキュラム編成における他の部門との連携協力
8-7　学修におけるカリキュラムの方向と選択肢の明示
8-8　教育成果の多元的多角的な評価方法開発

9　専門教育と教養教育・一般教育
9-1　教養教育・一般教育
9-2　専門教育としての公共政策学教育の体系化

10　今日的課題への対応をどのように考えるか :未来志向の公共政策学教育へ
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親和性が高いアクティブラーニングの一つは、
PBLである。特に、PBLは、公共政策学の重
要なプロセスを体験的に学ぶ教育方法と捉える
ことができる。政策は、社会問題の解決や公共
的諸課題への対応である。そして、政策プロセ
スは、問題の発見、課題の設定、政策代替案の
検討、意思決定、政策実施、政策評価のプロセ
スが複雑に組み合っている（新川 2013）。その
プロセスのなかでは、データ収集や調査を通じ
て、問題を発見して分析していくプロセスが極
めて重要になる（真山 2013）。政策課題に対応
するための取り組みでは、チームビルディング、
リーダーシップ、フォロワーシップ、コーディ
ネーションが不可欠になる。
　PBLでは、プロジェクト活動を通じて、学
生たちは、現実の世界で社会問題の発見や公共
的諸課題の設定と向き合うことになる。プロ
ジェクト活動のプロセスとして、どのようなア
クションを取るかを複数の案のなかから意思決
定すること、データ収集やヒアリングや調査を
通じた問題の分析、そして関係するステークホ
ルダーと協議調整しながら進めることといった
経験を積むことができる。このように、PBLは、
学生の関心に基づいてプロジェクトを進めるこ
と、グループ（集団）での学習であること、フィー
ルドや現場、特定の地域を対象にした学習とい
う特徴があり、政策問題を主体的に考える力を
育む点で有効であると考えられる。

3. 2　公共政策学教育における PBL の実態

　参照基準における公共政策学一般のアクティ
ブラーニングと PBLの位置づけと特徴・役割
を踏まえ、本節では、公共政策系学部を持つ
大学での PBLの実態を把握するために、80以
上ある政策系学部のうちから、関東と関西で
1990年代という早期に設立された大学を対象
にカリキュラムに表現されている PBLの実態
を把握する。具体的には、慶應義塾大学総合政
策学部（1990年）、中央大学総合政策学部（1993
年）、立命館大学政策科学部（1994年）、関西
学院大学総合政策学部（1995年）及び、同志
社大学政策学部 1を対象に大学のホームペー

政策インターンシップなどが工夫される必要が
ある」（日本公共政策学会 2015：13）。「公共政
策学の教育にとって、特に親和性が高い能動的
学習の一つは、PBL（Problem or Project Based 
Learning）である。政策課題を掲げて、そのケー
ススタディを主体的に進めていく、またチーム
を組んで問題解決にあたるキャップストーン科
目などでは、政策課題の解決に向けて学生が主
体的に参加するプロジェクト型演習による学習
が重視される」（日本公共政策学会 2015：13）。
　この「政策問題を主体的に考える力」のなか
では、公共政策学を学ぶ学生に期待されるの
は、主体的に政策問題を把握し、問題解決を試
みる態度であり、そうした能力を身につけるた
めに、アクティブラーニング型の科目を配置す
ることが有効であること、公共政策学の教育に
とって、特に親和性の高い能動的学修の一つと
して、PBLが示されている。
　また、「8．学修方法、教育方法とその評価」
は、公共政策学教育の方法論が以下のように示
される。「公共政策学教育は、学生の主体性を
引出し、それに基づく能動的学修（アクティブ
ラーニング）をしていくことが、学習効果を高
める上で重要だと考えられる。能動的学習の手
法は様々であるが、グループ・ディスカッショ
ン、PBL、フィールドワーク、論文作成、公開
プレゼンテーション、ディベートなど、各大学
で多様に展開されている」（日本公共政策学会 
2015：14-15）。
　ここでは、学生の主体性を引き出し、それに
基づくアクティブラーニングをしていくこと
が、学習効果を高める上で重要であり、その手
法の一つとして PBLが示されている。
　市民性を育むことを目的とする公共政策学教
育は、学生の主体性を引き出し、それに基づく
アクティブラーニングをしていくことが、学習
効果を高める上で重要であるとされている。公
共政策学を学ぶ学生に期待されるのは、主体的
に政策問題を把握し、問題解決を自ら試みる態
度であり、そうした能力を身につけるためには、
アクティブラーニング型の科目を配置すること
が有効である。
　そして、公共政策学の教育にとって、特に

1  同志社大学については、大学院総合政策科学研究科を 1995年に設置、その後、2004年に政策学部が設置された。そのことから、政策
に関する研究及び教育を初期から行ってきたとみなすことができるため、本研究では対象とした。
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キュラムの中心であること、研究会が、問題発
見・分析・解決する能力を身につける役割を担っ
ていることが理解できる。
　中央大学のカリキュラム・ポリシーは、表 3
のように示される（URL2）。
　中央大学では、「1．基礎科目群」のなかに、「グ
ローバルスタディーズは、国外への入学やプロ
ジェクト活動を行うための海外体験の役割を担
う」という記述があり、「3．応用科目群」のな
かに、「インターンシップは、各年次において
学部でのプロジェクト学習及び進路選択の視点
を育むため、就業体験に加え、国内外での実習
活動を行う科目を配置」という記述がある。カ

ジ、パンフレット、科目シラバス、大学ポート
レート等の公式に出されている情報を調査し、
それらの共通の特徴は何か、またそれぞれの特
色は何かを明らかにする。ホームページに公開
されている情報を 2017年 12月 29日時点で調
査したものをもとに考察を行う。
　慶應義塾大学のカリキュラム・ポリシーは、
表 2のようになっている（URL1）。
　慶應義塾大学では、プロジェクトという用語
は用いられていないが、「学生が自ら能動的に
問題発見・分析・解決する能力をつけるために、
研究会中心の教育課程を編成」しているという
記述がある。このポリシーから、研究会がカリ

表２　慶應義塾大学　総合政策学部

　「実践知」を理念とし、また「実践」をメソッドとして身につけた「問題解決のプロフェッショナル」育成を目指す。
学生が自ら能動的に問題発見・分析・解決する能力をつけるために、研究会中心の教育課程を編成しています。研究
会は教員・大学院生・学部生による共同研究・実践が行われます。

　総合政策学部は、政策科学科と国際政策文化学科の 2学科構成を採ります。「ディプロマ・ポリシー」を実現するた
め、カリキュラムは、「政策」「文化」「外国語」「情報」で構成する「4つの柱」を軸とします。また、2学科の独自性
を残しつつも、学部理念である「政策と文化の融合」を反映した共通性を重視し、基礎科目群、基幹科目群、応用科
目群および随意科目群で教育課程を編成します。

1．基礎科目群
　 　主として、1・2年次における学科共通科目として、導入教育、外国語教育、グローバルスタディーズ、情報フ
ルエンシー、スポーツ・健康教育の分野を開設します。
　・　導入教育は、本学部での学修に導くための講義科目と演習科目で構成します。
　・　 外国語教育は、異文化理解に必要となるコミュニケーション能力を高めるため、英語（必修）と英語以外の外

国語を開講し、特に地域研究を進める国際政策文化学科は、英語以外の外国語を必修とします。
　・　 グローバルスタディーズは、国外への留学やプロジェクト活動を行うための海外体験の入門科目の役割を担い

ます。
　・　情報フルエンシーは、基幹科目や応用科目で必要となる統計学、データ解析技術等の分野で構成します。
　スポーツ・健康教育は、スポーツが個人及び社会に果たす役割を理解するため、講義科目と実技科目で構成します。

2．基幹科目群
　 　専門分野の講義科目群として、1年次より開始しますが、本格的な配置は 2年次以降となります。学科間共通科目、
マネジメント・ポリシー・サイエンス、文化・地域の 3分野を開設します。
　・　 学科共通科目は、学部理念に基づく知識を理解するため、社会科学に関する科目を全学年にわたって開講しま

す。特に 1年次は法学、経済学、社会学等の分野で導入的な科目を配置します。
　・　 マネジメント・ポリシー・サイエンスは、「政策」を理解するために、主として法学、経済学、経営学の諸科

目で構成します。
　 文化・地域は、「文化」を理解するために、文化人類学、地域社会文化、宗教、歴史等の人文科学分野の諸科目で
構成します。

3．応用科目群
　 　各年次にわたり、学科共通科目として実習的な内容を持つ分野を中心に、演習、GATEプログラム、インターン
シップ、特殊講義、学部間共通科目で構成します。
　・　 演習は、導入科目群の「基礎演習Ⅰ」「基礎演習Ⅱ」を経て、2年次より専門的なテーマを追求する科目とし

て開講し、学部学修の集大成としての「卒業論文」を含みます。
　・　 GATEプログラムは、導入科目群の外国語教育とは別に、1年次より英語及び英語以外の外国語で専門分野を

学ぶ科目で構成します。
　・　 インターンシップは、各年次において学部でのプロジェクト学習及び進路選択の視点を育むため、就業体験に

加え、国内外での実習活動を行う科目を配置します。
　・　特殊講義は、基幹科目群で学んだ知識を深化させるため、特定のテーマに基づく講義を行う科目で構成します。
　・　学部間共通科目は、全学共通科目として、短期留学、ICTに関する科目で構成します。

表 3　中央大学　総合政策学部
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待されている学びのプロセスが示されている。
　関西学院大学のカリキュラム・ポリシーは、
表 5のようになっている（URL4）。
　関西学院大学では、「基本ポリシー」の（4）
において、「プロジェクト・ベースド・ラーニ
ングやハンズ・オン・ラーニングを意識した
フィールドワークも用意して、現場体験を通し
た学びの動機付け」を行うこと、「4年間のカ
リキュラムの流れ」の（3）において、「3、4
年次では、学生は全員ゼミに配属され、教員と

リキュラムのなかにプロジェクト学習が位置づ
けられていることが理解できる。
　立命館大学のカリキュラム・ポリシーは、表
4の通りである（URL3）。
　立命館大学では、「政策科学科目」のなかの「政
策科学基礎科目」のなかに、「各種の政策課題
が発見され、分析され、その解決オプションが
開発され、決定・実行・評価されるサイクルの
特性を学びます」という記述がある。政策の課
題発見・分析・解決という PBLが担うことが期

表 4　立命館大学　政策学部

政策科学科目
 政策科学の理論を深く学びます。公共政策系、環境開発系、社会マネジメント系の三つの科
目群を配置します。小集団の演習科目をコア科目として位置づけ、卒業時の質の保証のため
に学士論文を必修科目とします。

学術俯瞰科目 政策科学の学習に必要な広い学問的視野を学び、可視化の方法やスキルを習得する科目群です。
ヴィジョン科目 学術研究の全体的鳥瞰図への接近、個々のディシプリンの可能性と限界の把握をめざします。
情報技法科目 情報処理および分析技法を学びます。

グローバル言語科目  政策課題理解の国際性を高め、地域内在的な政策分析と政策提案のグローバル化を実現する
ために必要なアジア言語／欧州言語を習得します。

政策科学基礎科目  各種の政策課題が発見され、分析され、その解決オプションが開発され、決定・実行・評価
されるサイクルの特性を学びます。

R＋科目 他学部受講科目、外国留学科目を含め、12単位を上限として卒業に必要な単位に算入するこ
とができます。

基本ポリシー
⑴ 　キリスト教の文化・思想に基づく見学の精神を理解し、「仕えられるためではなく仕えるために」という理念のも
とで個々の人間性を涵養するとともに、世界への広い視野を身につけます。
⑵　学びの起点
　 　「自然と人間の共生ならびに人間と人間の共生」。「Think Globally Act Locally」という学部の基本理念を深く理解し、
実践する力を養います。
⑶　広範で総合的な知識の獲得と政策分析力の形成
　 　総合政策に関連する幅広い知識を習得し、多角的視野から社会の問題を俯瞰する力を養うため、学科の枠を越え
て履修できる多様な専門科目を提供します。社会科学、人文科学、自然科学に関する知識を広げるとともに、どの
専門分野でも必要な、データの科学的活用技術を習得し、各所属学科の目的と興味に応じた専門性と、学際性の両
立をめざします。これらをもとに、各分野における政策あるいは計画の分析・企画能力の形成をめざします。

⑷　 各学科、各分野における必要にして十分な専門科目を開講します。学内での講義や演習科目だけではなく、プロジェ
クト・ベースド・ラーニングやハンズ・オン・ラーニングを意識したフィールドワークも用意して、現場体験を
通した学びの動機付けを行います。また、外部の研究者や実務家等を招聘して、全学部生を対象とする公開講座
（学部研究会と呼んでいます）を実施します。さらに専門性を高めるために、さまざまな資格取得が可能なプログ
ラムも提供します。

⑸　語学力、コミュニケーション力、プレゼンテーション力の涵養
　 　英語や諸外国語で発信される様々な情報を収集、理解するとともに、自らの考えや思いを口頭や文章、映像等で
的確に伝える実践的な力を習得します。そのために、英語のネイティブスピーカーによる少人数制の英語教育を推
進します。留学生は同様の趣旨で、日本語科目を学びます。また、ICTを柔軟に活用した情報収集・分析・発信技
術を学び、数理的思考やデータ分析の基本も習得します。これらの成果を大勢の前でプレゼンテーションする機会
を学部行事として実施します。
⑹　諸分野における課題発見能力と自発的な研究推進およびこれを取りまとめる能力の形成
　 　学生自らが研究課題を発見、遂行、取りまとめる能力を形成するために、ゼミでの少人数教育を基本として、進
級論文や卒業論文、卒業制作等の指導を通じてアカデミックスキルの向上をめざします。またその成果を発表する
機会を設け、プレゼンテーション能力やディスカッションのスキルも磨きます。

表 5　関西学院大学　総合政策学部
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て PBLを掲げているわけではないことがわかる。
　また、2016年 3月に「学校教育法施行規則」
の改正により、3ポリシーの策定・公表が義務
化され、2017年 4月に施行されたことと併せ
て考えると、これらのポリシーでは、学部の教
育を表現するポリシーにしていく前の段階にあ
ると推測される。そこで次に、上記の大学の
PBLについて、大学のホームページ、パンフレッ
ト、科目シラバス、大学ポートレート等の公式
に出されている情報を調査する。
　慶應義塾大学では、PBLとして、研究会と
いう仕組みを科目として用意している（URL6；
URL7；URL8）。そこでは、「『問題が与えられ、
正解を教わる』のではなく『何が問題かを考え、
解決方法を創出する』ことができる、『未来の
先導者』を育成、輩出することを目指す」とし
ている。その実践として、 実社会の問題解決に
取り組み、高度な専門性を身につけることがで
きるように、企業との共同研究や官公庁からの
委託研究など、先端的な研究活動を行っている。
この科目のカリキュラム上の位置付けとして
は、総合政策学部と環境情報学部の共通科目と
して開講されており、2年次から学期ごとに最

の議論や実践的なフィールドワーク、ハンズ・
オン・ラーニング等を通して、専門性をさらに
深めます」という記述がある。関西学院大学で
は、すべての学生がゼミに配属されていること、
そしてゼミにおいて「教員との議論や実践的な
フィールドワーク、ハンズ・オン・ラーニング」
を行っており、学びの形態として PBLが取り
入れられていることが理解できる。
　同志社大学のカリキュラム・ポリシーは、表
6の通りである（URL5）。
　同志社大学では、PBLで身につくことが期
待される政策分析能力や研究調査能力が掲げら
れている。
　中央大学と関西学院大学では、ポリシーにお
いて、プロジェクト活動が掲げられている。慶
應義塾大学と立命館大学では、プロジェクトと
いう用語は用いられていないが、PBLの中核に
あたる課題発見・分析・解決の能力を身につけ
ることが目指されるとされている。同志社大学
では、プロジェクトの用語は用いられておらず、
政策分析能力、調査研究能力を身につけること
を目指す科目を配置していることが示されてい
る。以上のことから、必ずしも、ポリシーにおい

4年間のカリキュラムの流れ
⑴　 1年次にはキリスト教および総合政策の基本理念を学ぶ他、各学科の専門的な内容を知るための学科入門科目が

あります。また、少人数での英語教育とコンピュータ演習他、いくつかの必修科目を設けます。学生はこれらの
科目の履修を通し、各自の学習目標と専門領域を検討し、1年次の終わりに学科を選択します。

⑵　 2年次以降は 4つの学科に分属し、それぞれの視点から現代社会の諸課題を理解し、専門的な学びを開始します。
学科ごとに必修科目を用意するとともに、引き続き英語能力の上達をめざす少人数科目を提供します。なお、一
級建築士の資格取得を目指す建築士プログラムも 2年次から始まります。

⑶　 3、4年次では、学生は全員いずれかのゼミに配属され、教員との議論や実践的なフィールドワーク、ハンズ・オン・
ラーニング等を通して、専門性をさらに深めます。また一級建築士や各種教職以外にも各種資格取得に必要な科
目を提供します。

⑷　上記を踏まえて、各学科では次のような教育課程の編成・実施方針を定めます。
　 　総合政策学科では、広範で多様な知識と政策の理論を学びつつ、それらを環境政策・公共政策・言語文化政策の

3つのフィールドで現実の政策に応用していくための専門知識・技能・態度を習得する科目群を用意します。
　 　メディア情報学科では、人間を中心に据えた情報技術や社会のあり方を総合的に考え、情報技術を通じて実現す
るため情報社会政策、メディアと情報通信技術に関する専門知識・技能・態度を習得する科目群を用意します。
　 　都市政策学科では、快適で安全な都市空間デザインするための基本的な考え方とそれを実現するための設計技術、
都市空間を適切にマネージするための都市経営政策など、都市空間を計画・創造・運営するための専門的知識・技法・
態度を習得する科目群を用意します。
　 　国際政策学科では、国際機関や多国籍企業などグローバルレベルで活躍できる人材の育成を目指し、グローバル
な視点からの政策を立案し、分析するための専門知識・技能・態度を習得する科目群を用意します。

表 6　同志社大学　政策学部

1．コミュニケーションや伝達の技能を磨くためにオリエンテーション科目、基礎能力養成科目、外国語教育科目を設
置する。

2．学際的知見を獲得し、また政策分析能力を身につけさせるために基礎科目、導入科目、展開科目Ａ群・B群を置く。
3．必要に応じさらなる調査研究能力を求める学生は演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、卒業研究演習Ⅰ・Ⅱ、卒業論文を選択する。
4．グローカルな態度を養い、高めるために展開科目Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ群を置く。
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実績を上げている。 支援体制に表れているよう
に、学内での学びにとどまらず、国内・海外へ
出向き、自分の目で見て耳で聞いて確認する勉
強スタイルを重視していることが特徴と言える。
　立命館大学では、PBLとして、プロジェク
ト入門と政策実践研究プロジェクト（フォロ
ワーとリーダー）を継続的に学修する（URL11；
URL12；URL13）。1回生のプロジェクト入門
では、研究計画を執筆し共同研究を行う。ここ
で共同研究の難しさを学び、組織論的思考・グ
ループワークの成功条件・失敗事例等の知識に
よって、実践的に乗り越えていく経験を積み、
政策実践研究プロジェクト・フォロワーのプロ
ジェクトにつながるリサーチ・プロポーサル（研
究計画書）を提出する。政策実践研究プロジェ
クト・フォロワーⅠ・Ⅱ及び政策実践研究プロ
ジェクト・リーダーⅠ・Ⅱは、政策実践の観点
から設定したテーマについての論文を作成する
演習科目で、公共政策・社会マネジメント・環
境開発の三つの学系のうちいずれかに所属し、
共通のテーマをもつ研究グループ（プロジェク
ト）を編成し、政策実践の観点から設定したテー
マについて論文を作成していく。共同研究は、
上回生と下級生の連携により、進めていくもの
となっており、下級生がフォローワー、上級生

大 2つの研究会の履修が可能で、学生の能力次
第では 1年次からの履修も可能としている。研
究会のテーマは、表 7のように医療、環境、経
済、経営、社会、国際、スポーツ、防災、文学、
教育といった多岐にわたっている。それぞれの
研究会は、積み上げ関係にはなくフラットな関
係にあり、学年に関わらず必要な時に履修でき
る構造としている。テーマの幅広さと、必要な
時に学修できる柔軟さが特徴と言える。
　中央大学では、PBLに関して、学びの集大
成になる科目としてゼミナールを配置している
（URL9；URL10）。ゼミナールには、専門演習・
事例研究（演習）・卒業研究（演習）といった科
目が含まれる。学生は自らの研究テーマに即し
て問題を設定し、指導教授の下で調査を行い、
習得したデータを分析することによって、問題の
発見と解決に必要な思考方法と分析手法を修め
て卒業論文をまとめる。プロジェクト支援体制
として、プロジェクト奨学金（学長賞、学部長賞）、
国内外におけるゼミ活動の学生補助費、学生研
究発表会「リサーチ・フェスタ」における発表
と表彰といったことを行っている。テーマは、表
8のようなものがある。学外への成果発表として
コンクールへの参加や実際のまちづくりへの参
加、研究成果を書籍にして発行するなどの活動

表 7　慶應義塾大学総合政策学部「研究会」テーマ（一部抜粋）

アイヌ語とアイヌ語の口承文学を学ぶ
新たな身体性をもたらす経験のデザイン
医科学・地球環境・商品科学へのシステム生物学の応用
意思決定研究とサイバービジネス実践
イスラームの世界を読む（QAIプロジェクト）
医療・介護分野の政策・経
インターネットリサーチ
映画分析
英語教育の意味空間分析
エコインフラ
エネルギー・デザイン・プログラム
応用バイオテクノロジー（先端生命科学）
応用ワイヤレス研究会
オーラル・ヒストリー－「聞く力」で未知を拓く－
音楽神経科学～音楽と脳・身体～　　　等

表 8　中央大学総合政策学部「リサーチ・フェスタ」テーマ（2017 発表テーマより）

今後の日本の再生エネルギー政策に必要なものとは？～ドイツ・リヒテナウ市の事例から考える～
福＋（ふくたす）プロジェクト～ POMを用いた運動による心理的効果の検証～
家族介護と仕事の両立
日本のフードバンクが食品ロスを解決する手段になりうるか～アメリカのフードバンクから示唆を得る
奨学金の延滞問題について
イスラームにおける女性観～ヴェールの社会的役割を通して～　等
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 　同志社大学では、演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、卒業研
究演習Ⅰ・Ⅱといったゼミナールにおいて、担
当教員によって PBLを取り入れている。パン
フレット（URL16）によれば、ゼミナールの
テーマは、「国や地域の政策決定の変化につい
ての研究」、「グローバル社会における持続可能
な開発とは何か？途上国の現場で課題に挑む」、
「マーケティング・リサーチと経営科学」、「子
どもたちの未来のために、地域観光文化政策の
実践を！」 といったものがある。
　以上の政策系学部のカリキュラムの調査から
見えてくる公共政策学教育における PBLには、
政策の現場で PBLの実践が展開されているこ
と、そしてそれに伴って政治・行政、法律、経済、
組織、国際社会、環境、地域など扱われるテー
マ（政策）が多様であることが共通点として挙
げられる。また、ポリシーに掲げられているか
どうかにかかわらず、そうした現場での実践を
通じて学ぶことで、課題の発見・分析・解決と
いうプロセスを経験することが重視されてい
る。また、テーマ設定を学生が行う場合にしろ、
プロジェクトのテーマのなかで学生が活動する
場合にしろ、学生の自主的・主体的な取り組み
を重視していることも見られる。他方で、カリ
キュラム上の配置のパターンには違いが見られ

がリーダーを受講する。そうすることで、単な
る同輩集団のグループワークに比べて、多様性
をもつ社会における共同研究に近い形態のなか
で研究の凝縮性を高め、キャリア教育としての
政策科学の学びを提供することが眼目となって
いる。プロジェクトは、学部教員の専門性と政
策現場との密接な関係に依拠した特定プロジェ
クトとして、茨木市、イタリア、日韓相互理
解、中国、インドネシア、タイ、台湾デモクラ
シー、京都商店街、信州安曇野、 富良野、 アク
アツーリズム、 Changing Diaspora Communities 
in Northern Osakaなどがある。また、優秀なテー
マによる自主的な課題設定による自主プロジェ
クトには、表 9のようなものがある。
 　関西学院大学では、科目として 3、4回生に
ゼミナールを開講している（URL14；URL15）。
担当教員の指導のもと、各自の問題意識に基づ
いた研究テーマを設定し、各学科の専攻科目や
政策課題科目によって学びを深める。同時に学
科を超えて自由に学ぶことによって、学際性と
総合性に裏付けられた高度な専門能力を養成す
る。4回生では、個別の研究テーマに関する卒
業論文・卒業制作をまとめる。リサーチフェア
での口頭発表テーマは、表 10のようなもので
あった。

表 9　立命館大学政策科学部 政策実践研究プロジェクト一覧（一部）

公共政策系列
　・　「学祭的研究」としての政策科学
　・　新しい時代の地方自治と地方財政研究　等

環境開発系列
　・　持続可能な都市形成とまちづくり
　・　都市空間から考える都市政策論　等

社会マネジメント系列
　・　政治経済システムの比較分析
　・　持続可能な福祉社会　等 

表 10　関西学院大学 リサーチフェア 2017 口頭発表テーマ（一部）

みなべ町の避難環境に関する研究
津波避難に対する住民の意識と地域特性～御防市を事例に
自然災害に関する財政学アプローチによる実証分析～サーベイと展望
日本社会は持続可能か～東北被災地の復興に見る地域社会の持続可能性
日本における民泊のあり方～民泊の実態とは
ファッション都市として繁栄する地方都市の産業振興
コットンのまち西脇～西脇コットンブランド化を目指して
美しい街並み政策
ゼロ・ウェイト運動とは～徳島県上勝町のフィールドワークの報告　等



公共政策学教育におけるプロジェクト・ベースド・ラーニングの意義  143

いて、学生に身につけることが期待される柱と
考えられる「政策問題を主体的に考える力」、
なかでも、「主体的に政策問題を把握し、問題
解決を試みる態度」を育むことに PBLが資す
ると考えられる。その理由を、公共政策学とそ
の教育の特性、PBLの特性及び実態に即して
考察していく。
　第一に、公共政策学は、多様なテーマや問題
にかかわる学問である。公共政策学教育では、
政策のかかわるプロセスを学ぶ必要がある。こ
の点について、PBLでは、テーマや問題に応じ
て、問題の発見・分析・解決・評価などの政策
にかかわるプロセスを学ぶことができる。5大
学の事例調査で見たように、多岐にわたるテー
マで、PBLが実践されている。そして PBLでは、
調査研究を行ったり、現場での活動に基づく、
リサーチを行い、成果をまとめていく学びを提
供できる。5大学では、研究成果発表会や報告
会など、社会に向けてその成果が発信される。
　第二に、公共政策学教育では、実社会のなか
でさまざまな人とかかわりながら、政策のプロ
セスについて学ぶことが必要になる。PBLは
教育環境として、教室内だけでなく、教室外で
学ぶことができる学習方法である。そうした場
は、実際の政策のかかわる現場である。5大学
の事例だけで見た限りでも、極めて多様な現場
とかかわって PBLが展開されていた。現場に
おいては、教員と学生、学生相互の関係だけで
なく、多様なステークホルダーとの協働が求め
られる。そうした協働を PBLでは体験的に学
ぶことができる。このような協働はまた、市民
性の涵養に不可欠である。
　第三に、公共政策学教育は、政策問題を把握
し、問題解決を自ら試みる際の主体性を育むこ
とを目指している（日本公共政策学会 2015）。
PBLでは、学ぶ上での主体性が求められる。
PBLでは、学生の興味関心に基づく自発的な
学習が提供される。そのなかで学生は、知識の
構造化と知識と体験の統合に取り組むことにな
る。実際、5大学調査からも、自分たちでプロ
ジェクトをつくることや、プロジェクトのなか
で自発的に活動すること、アクションを積極的
にしていくといったことが窺えた。こうした経
験に根ざした主体性を通じてこそ、「民主主義
社会における公共政策の決定やその内容につい
て理解する能力」（日本公共政策学会 2015：3）

た。基本的には 2年次に配置し、全員が受講す
るパターン（慶應義塾大学）、初年次から連続
して配置し、全員が受講するパターン（立命館
大学）、3年次と 4年次に配置し、ゼミナール
ごとに経験するパターン（中央大学、関西学院
大学、同志社大学）といった違いである。慶應
義塾大学と立命館大学の場合は、カリキュラム
の基軸として PBLを据えている。PBLをカリ
キュラムの中核として位置づけている大学が存
在していることからも、PBLが公共政策につ
いて学ぶ重要な学びであると言える。また、全
員受講型かそうでないかという違いこそあれ、
実際のカリキュラムの実践として、PBLはカ
リキュラムの重要な要素となっており、PBL
が公共政策について学ぶ重要な学びであること
が確認された。

4．おわりに：まとめと課題

　本研究においては、高等教育政策とアクティ
ブラーニングの研究動向を概観することで、ア
クティブラーニングのなかでも PBLは、活動
の範囲が広く構造の自由度が高いなかで協働
し、問題発見・解決の一連のプロセスを通じて
学ぶ重要な方法と位置づけられることが確認さ
れた。また、公共政策学教育の参照基準に基
づけば、政策系学部の教育において、PBLは、
学生の関心に基づいてプロジェクトを進めるこ
と、グループ（集団）での学習であること、フィー
ルドや現場、特定の地域を対象にした学習とい
う特徴があり、政策問題を主体的に考える力を
育む点で有効であると考えられた。それらを踏
まえ、公共政策学教育のカリキュラムの実態と
して、慶應義塾大学と中央大学と関西学院大学
と立命館大学と同志社大学についての公開され
ている情報の調査から、実践の形態は多様であ
るものの、扱われるテーマが幅広く、政策問題
を発見・分析すること、活動を通じて政策過程
を体験的に学び、政策を主体的に考えることを
重視していることが確認された。また、カリキュ
ラムの位置づけに違いが見られることも確認さ
れた。
　以上の調査と検討を踏まえ、公共政策学教育
にとって PBLがどのような意義を持つかを考
察する。まず、公共政策学教育の参照基準にお
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